	一般乗用旅客自動車運送業（タクシー）


実車キロ、運送収入等は減少傾向にあるが、実働１日１車当たりの値は増加傾向にある。業界全体での課題対応のほか、接客サービスや付加サービスの向上、ＩＴ技術の活用等による需要掘り起こしが求められる。
業界概要
タクシーメーターを採用し、街中で乗車可能な現在のタクシー事業形態は、大正元（1912）年８月、東京都で始まった（大阪府では大正６（1917）年に開始）。

タクシー業は、道路運送法の「一般乗用旅客自動車運送業（一個の契約により乗車定員11人未満の自動車を貸し切って旅客を運送する一般旅客自動車運送事業）」に位置づけられ、事業を行うには、国土交通大臣の許可を、運賃については認可を受けねばならない。

事業者には法人と個人があり、法人は、最低車両数（大阪府内では、大阪市域交通圏で10両、その他の交通圏では５両。交通圏に関しては後述）が定められている。個人は、１人１車制である。

また、タクシー業務適正化特別措置法において、運送の引受けが営業所のみにおいて行われる「ハイヤー」とそれ以外の一般乗用旅客自動車運送事業の「タクシー」（営業形態は、流し、無線、車庫待ちの３種類）に区分されており、両者の運賃体系は異なる。ここでは、タクシーに限定してみていく。

大阪府内は６つの営業区域（交通圏）に分けられ、発地（旅客の最初の乗車地）及び着地（旅客の最後の降車地）のいずれもが営業区域外にある旅客の輸送をしてはならない。今回、景気の状況は、大阪市と堺市（旧美原町を除く）、東大阪市等の大阪市周辺の市で構成される「大阪市域交通圏」（注１）を中心に確認した。

大阪の地位
平成28年３月末時点の大阪府内の事業者数は法人207、個人3,166で全国に対するシェアは各々3.3％、8.8％である（表１）。法人事業者数は、事業者の多い道府県があることから、大阪府は全国８位である。都市部が中心の個人タクシーの事業者数、法人と個人合わせた車両数は、東京都に次ぐ２位である。

なお、現在、大阪市域交通圏は、新規参入、増車が禁止されている（詳細後述）。

近年の規制緩和とその後の動き
規制緩和の流れを受け、14年に道路運送法が改正され、需給調整規則の廃止、運賃規制の弾力化等が行われた。その結果、事業者や車両が増加し、過当競争を招いたことから、21年に施行され、26年に改正された「特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法」により、「準特定地域」では活性化事業を、「特定地域」では供給輸送力の削減及び活性化措置を実施することとなった。現在、大阪市域交通圏が特定地域に、北摂、河北、河南、河南Ｂの各交通圏が準特定地域に指定されている（泉州交通圏も準特定地域に指定されていたが、26年10月末に解除された）。
実働率や運送収入は低下傾向で推移

近年の大阪府内の法人タクシーの輸送実績推移を確認すると、実車キロ（旅客を乗せて走行した距離）や輸送人員数、運送収入は、減少傾向が続いている（表２）。要因としては、法人での経費削減の動き、終電後の利用者の減少などが大きい。一方、複数回目の訪日となる外国人旅行者の増加に伴い、（電車・バスが中心ではあるが）タクシー利用も増加との指摘があった。
人手不足に伴って実働率（延実在車両数に対する延実働車両数）は低下していることもあり、実車率（＝旅客を乗せて走行した実車キロ÷総走行キロ）や１日１車当たりの運送収入は、増加傾向にある。ただし、実車率は44％程度と、輸送効率の良否の目安である50％を下回る状況が続いている。
こうした状況のなか、人件費がコストの７割以上を占めること、実働率に関わらず、車両保有に伴う保険や税等の負担が発生することなどから、収益は厳しいとする事業者が多い。クレジットカード等の利用増加による手数料負担がコストアップ要因とする声も聞かれた。
30年１～３月期としては、これまでの流れと異なるような増減要因はみられなかったとする意見が多く聞かれたなか、例年より厳しい寒さ、豪華客船の寄港を増加要因としてあげる声もあった。また、個々の事業者レベルでは、こうした要因よりも乗務員の確保状況が売上増減に与える影響が大きいとの指摘もあった。

また、中国からの旅行者を中心に、いわゆる「白タク」の影響を受けているとの意見も聞かれたが、取締の強化に伴い、摘発件数も増加している。ただし、これがタクシー利用の増加につながっているかは判断しにくいという意見も聞かれた。
付加サービスで利用増加を図る動き

こうしたなか、妊婦や幼児連れ等の親子、あるいは、子どものみや高齢者のみでの移動へのきめ細やかな対応に取組み、旅客の増加を図る動きがみられる。

さらに、語学研修・認定制度の実施や専用乗り場の設置、指差しボードの活用や５ヶ国語に対応した自動翻訳システムの実証実験等、訪日外国人への対応強化の動きもみられる。

さらに、クレジットカードのみならず、電子マネーへの対応による利便性の強化を図る動きもみられる。
ＩＴ技術の活用が進む
これまで、配車依頼等は、大手企業グループ、複数の事業者で構成された協同組合等で運営される無線システムで情報の授受が行われていた。

近年、ＩＴ技術の発展に伴い、各タクシーの現在地を把握し、最寄りのタクシーを依頼元に向かわせるようになったほか、依頼者が配車を要請できるスマートフォンのアプリケーションソフト（以下、「スマホアプリ」と記載）が種々開発され、運用を開始している。

なお、「ライドシェア」（有料で人を運びたい人と利用したい人のマッチング）事業を全世界で展開している海外企業もあるが、タクシー業界では、いわゆる白タクにあたり、事故等での責任の所在が不透明であることなどから反対の姿勢を示している。
さらに、ＡＩを活用して乗車需要発生を予測し、運行の効率化、迅速化を図る動きも始まっている。
平均年齢が高いタクシー乗務員

タクシー乗務員になるには、第二種運転免許、大阪府内の一部地域（注２、以下、「大阪府Ａ地域」と記載）では、「タクシー業務に係る法令、安全及び接遇」及び「当該指定地域に係る地理」の試験の合格が必要である。未経験者は、安全運転のための一定の社内研修、適性診断も必要となる。

現在、事業者の保有する車両に対応できる乗務員数が確保できず、その点では、人手不足の状態である。
30年３月末の大阪府内の乗務員数（運転者証／事業者乗務証交付数）は、25,690（内、個人2,921）で、大阪府Ａ地域の男性乗務員の平均年齢は法人61.9歳、個人66.6歳で、過去５年間をみても年々高齢化が進んでいる（公益財団法人大阪タクシーセンター調べ）。

年齢別構成比をみると、60歳代が４割強、50歳代と70歳以上が各々２割強で、50歳未満は１割強にとどまる。これは、月間労働時間が全産業よりも長い一方、年間給与（推計額）は低いことから、新卒者採用が少なく、比較的年齢の高い層の中途採用が中心という採用状況に起因している。一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会の29年３月末調査では、大阪府内での新卒者（卒業後３年以内）の採用は、５事業者、12人にとどまる。また、乗務員の年齢層が高いことから、週所定労働時間が40時間未満の「定時制従業員」の割合も高い。このため、乗務員の健康管理の充実・強化に関する認定制度も設けられている。

乗務員数を性別でみると、女性は増加傾向にあるものの390人（構成比1.5％）にとどまる（30年３月末時点、公益財団法人大阪タクシーセンター調べ）。このため、国土交通省では「女性ドライバー応援企業」認定制度を創設、女性の採用を支援している。大阪府内においても、保育園の設置、固定給・日勤のみの雇用条件等、女性採用に積極的な事業者がみられる。

防犯・安全面を中心とした設備投資
近年、防犯カメラ、車外防犯灯、仕切り板といった防犯面やドライブレコーダー等安全面の対応が進んでいるほか、衝突回避、ふらつき注意喚起等の機能を備えた先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入も始まっており、新たに発売された低床、車椅子対応のユニバーサルデザインタクシー導入の動きもみられる。なお、一時期導入のみられた電気自動車は走行距離がネックとなり減少している一方、ハイブリッド車は増加している。

今後の見通し
現在、大阪府外で初乗短縮運賃（初乗り料金適用距離を短縮する一方、初乗り料金を引下げる）の動きがみられるほか、事前確定運賃（渋滞等による料金増額を防止）、旅客の相乗りのマッチングなどの実証実験も行われている。また、既存の料金体系見直しの声もある。こうした業界全体での動きの他に、事業者において、スマホアプリ等ＩＴ技術の活用、付加サービスの充実強化、接客サービス水準の向上、地域との連携強化などによる需要の掘り起こしも必要となっている。安心・安全でより快適な車両への投資、人材確保なども含め、こうした点への対応力の差異が、事業者の業績の差異につながるものと思われる。
　　　　　　　　　（竹原　康幸）
※前回の調査時期は、平成25年７～９月期
注１）大阪市域交通圏は、大阪市、豊中市、吹田市、守口市、門真市、東大阪市、八尾市、堺市（ただし、旧美原町の区域を除く）及び池田市のうち大阪国際空港の区域
注２）タクシー業務適正化特別措置法における特別指定地域が対象地域で、大阪市域交通圏のほか、北摂交通圏全域（池田市、箕面市、茨木市、高槻市、摂津市、島本町、豊中市のうち大阪国際空港の区域）、泉州交通圏の一部（泉大津市、和泉市、高石市、忠岡町）が指定されている、

	[image: image1.emf]表１　主要都道府県の事業者数及び車両数（平成28年３月末現在）

単位：社、両、％

個人タクシー

事業者数 車両数 車両数

大阪府 207 15,599 3,166 18,765 8.3

東京都 439 30,911 13,937 44,848 19.8

神奈川県 187 9,931 2,430 12,361 5.5

福岡県 289 9,936 2,145 12,081 5.3

北海道 337 10,290 1,777 12,067 5.3

愛知県 161 8,455 766 9,221 4.1

全国 6,300 190,127 35,883 226,010

資料：国土交通省調べ

（注）法人タクシー事業者数及び車両数は、一般タクシー（ハイヤー、患

者等輸送限定車両を除く）のみ。
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単位：％、千キロ、千人、百万円、円

年度 実働率 総走行キロ 実車キロ 実車率

平成23 77.9 863,953 362,877 42.0

24 76.4 836,036 354,785 42.4

25 74.5 811,185 349,411 43.1

26 72.4 789,183 341,062 43.2

27 69.4 760,325 335,655 44.1

年度 輸送人員 運送収入

平成23 114,407 123,088

24 112,469 120,667

25 111,370 119,459

26 108,539 118,214

27 106,477 116,071

資料：国土交通省近畿運輸局　業務要覧（平成28年度）

実働１日１車

当たり運送収入
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